
 ○現（前）計画を引き継ぐ次期計画の有無に○をします。 

計画とりまとめ課 上下水道局下水道部 

下水道計画課 

要素事業所管課 上下水道局下水道部下水道計画課、施設課 

１ 計画の概要 

計画の名称  川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画 計画の期間 平成２６年度～ 

平成２８年度 

計画の目標 強くしなやかな下水道への転換と環境への配慮 

計画の成果目標（定

量的指標） 

・高度処理普及率(%)については２７．０％のまま推移。 

・温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年）を 4,000t-CO2/年（H28）に増加。 

計画変更を行った

場合、変更内容の概

要 

要素事業（老朽化対策）の追加に伴う計画の見直し 

２ 社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況（概要） 

事業の区分 主な事業名 計画事業費 執行額(千円) 

(評価時) 

進捗率 

（％） 

事業進捗状況の概要 

当初（千円） 評価時（千円） 

Ａ 

（基幹事業） 

下水道事業 

入江崎水処理センター

（高度処理） 

7,229,000 8,360,000 7,628,217 91.2 （主な完成施設） 

入江崎水処理センター

（土木躯体） 

Ｂ 

（関連社会

資本整備事

業） 

Ｃ 

（効果促進

事業） 

全体事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 7,229,000 8,360,000 7,628,217

【財源内訳】 

国：462,827 

市：7,165,390 

91.2  

３ 計画に記載した評価指標の目標値の実現状況 

評価指標の名称、

内容 

高度処理普及率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

全計画処理能力のうち、赤潮の原因物質でもある窒素やりん等を除去することができる処理方法が導入さ

れた割合。 

（算定式） 

高度処理普及率(%)=（全高度処理能力）/（全計画処理能力） 

その指標を設定

した理由 

市内 4 箇所の水処理センターにおける全計画処理能力(864,200  /日)のうち、東京湾の赤潮の原因物質

でもある窒素やりん等を除去することができるなど、高度な処理方法が導入された割合が、どのくらいに

達しているのかをわかりやすく表すため。 

      ※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画(防災・安全）に示す指標と同じ 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２７．０％ ２７．０％ ２７．０％ ２７．０％ 達成 

目標達成状況に

対する所見 

計画期間における指標の改善は当初より見込んではいないが、入江崎水処理センターの西系水処理施設 2/2

系列及び等々力水処理センターにおいて、高度処理施設の導入を進めたことにより、着実に事業の推進が

図られている。※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画(防災・安全）に示す目標達成状況と同じ 
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将来の見込み 入江崎水処理センターや等々力水処理センターなどにおいて、積極的に高度処理化を進めることにより、

東京湾流域別下水道整備総合計画（下水道法に基づき神奈川県が策定）に示された平成36年度までに、水

処理センターにおける目標水質の達成を目指す。 

評価指標の名称、

内容 

温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年） 

定義及び算定式 （定義） 

水処理センター・ポンプ場施設などにおける設備の老朽化対策等によって、高効率機器などが導入された

ことにより温室効果ガスが削減された量。 

（算定式） 

温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年） 

=（平成 25年度温室効果ガス排出量）－（対象年度温室効果ガス排出量） 

その指標を設定

した理由 

下水道施設から1年間に排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの量が、平成25年度と比較してどれ

だけ削減されたかをわかりやすく表すため。 

※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画(防災・安全）に示す指標と同じ 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

   － － 4,000t-CO2/年 4,000t-CO2/年 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

入江崎スラッジセンター汚泥焼却炉（２系列）の高温焼却化、水処理センター等の高効率機器の導入によ

り最終目標値を達成する見込みである。 

      ※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画(防災・安全）に示す目標達成状況と同じ 

将来の見込み 汚泥焼却炉の高温焼却化をさらに他の系列でも進めることで、さらなる温室効果ガスの削減を図っていく。

４ 事業効果の発現状況（計画で設定した以外の数値的・定性的な評価指標によるもの） 

評価指標の名称、

内容 

定義及び算定式  

指標とする理由

及び計画におい

て設定した評価

指標との関連性 

評価指標の実績

値を含む効果の

発現状況 

５ 市民・事業者に対する意見募集・説明・調査の状況 

意見募集・説明・

調査の内容、手

法、実施期間 

下水道・水道を使用している市民の方から無作為に抽出した３千人を対象に、「平成２８年上下水道局市

民意識調査」を実施した。調査期間は平成２８年７月１５日～８月５日まで。 

意見募集・説明・

調査の結果及び

それを踏まえた

対応方針 

社会資本整備総合交付金を活用して実施している地震対策、浸水対策、高度処理、合流改善などの下水

道事業の様々な施策に対しては、概ね７割～８割程度の市民の方が満足しているという結果が得られた。

今後とも更なる満足度が得られるよう、より一層効率的に事業を進めていく必要がある。 



６ 今後の方針等 

総合的な所見 社会資本整備総合交付金や工事落札率の影響等により、当初計画で計上していた事業費よりも執行額は

減少したものの、各施策を市単独事業と合わせて執行することで、当初見込んでいた成果目標は概ね達成

が見込まれる。高度処理については、完了目標年次に向けた取組を着実に進めることができた。また、社

会資本総合整備計画(防災・安全）において実施した汚泥焼却炉の高温焼却化による温室効果ガス削減につ

いても、成果目標は達成予定である。 

３千人を対象としたアンケート調査の結果、下水道の各施策に対しては、市民の皆様が概ね満足されて

いる傾向が伺えた。今後は、さらに下水道の仕組みや具体的な事業内容について理解を高める取組を進め

ていく必要がある。 

今後の方針 

次期計画 

あり・なし 

高度処理については、定められた期限までに目標を達成するため、引き続き事業の推進が必要である。

また、汚泥焼却炉の高温焼却化などを含む老朽化対策については、長寿命化計画に基づいて計画的・効率

的に進めていく必要がある。【社会資本総合整備計画(防災・安全）】 



 ○現（前）計画を引き継ぐ次期計画の有無に○をします。 

計画とりまとめ課 上下水道局下水道部 

下水道計画課 

要素事業所管課 上下水道局下水道部下水道計画課、管路課、 

施設課 

１ 計画の概要 

計画の名称  川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画(防災・安全） 計画の期間 平成２６年度～ 

平成２８年度 

計画の目標 強くしなやかな下水道への転換と環境への配慮 

計画の成果目標（定

量的指標） 

・管きょの耐震化率(%)を、２７．７％（H26）から２９．４％（H28）に増加。 

・重点地域（川崎駅以南）の重要な管きょの耐震化率(%)を、２７．６％（H26）から６５．１％（H28）

に増加。 

・防災拠点等地震対策率(%)を、１１．６％（H26）から３２．６％（H28）に増加。 

・水処理センター・ポンプ場施設における主要構造物の耐震化箇所率(%)を、２６．８％（H26）から３２．

１％（H28）に増加。 

・雨水整備率(%)を５６．３%(H26)から５７．０％(H28)に増加。 

・高度処理普及率(%)については２７．０％のまま推移。 

・合流改善率(%)については５７．１％のまま推移。 

・温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年）を 4,000t-CO2/年（H28）に増加。 

計画変更を行った

場合、変更内容の概

要 

要素事業（改築）の追加に伴う計画の見直し 

２ 社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況（概要） 

事業の区分 主な事業名 計画事業費 執行額(千円) 

(評価時) 

進捗率 

（％） 

事業進捗状況の概要 

当初（千円） 評価時（千円） 

Ａ 

（基幹事業） 

下水道事業 

大師河原・大師臨港

地区（浸水対策）、新

川幹線系統（地震対

策） 

33,486,000 33,666,000 22,194,094 65.9 （主な完成施設） 

丸子地区雨水幹線（浸

水対策） 

Ｂ 

（関連社会

資本整備事

業） 

Ｃ 

（効果促進

事業） 

下水道事業 

宮崎排水区雨水枝線

整備（浸水対策） 

23,000 23,000 0 0 ※当該事業が、交付金

を充てる効果促進事業

の対象外に変更された 

全体事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 33,509,000 33,689,000 22,194,094 

【財源内訳】 

国：4,245,676 

市:17,948,418 

65.9  
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３ 計画に記載した評価指標の目標値の実現状況 

評価指標の名称、

内容 

管きょの耐震化率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

地震対策が完了した管きょ延長の割合 

（算定式） 

管きょの耐震化率(%)=(地震対策が完了した延長(m))/(地震対策を要する管きょの延長(m)) 

その指標を設定

した理由 

市内における下水管の総延長約 3,073km（平成 24 年度末）のうち、耐震化が完了した割合がどのくらいに

達しているのかをわかりやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２７．７％ ２９．０％ ２９．４％ ２９．４％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている、川崎駅以南の重要な管きょに重点化を図り、耐

震化を推進した結果、最終目標値を達成する見込みである。 

将来の見込み これまでどおり、川崎駅以南の重要な管きょに重点化を図り、管きょの耐震化に取組んでいく。 

評価指標の名称、

内容 

重点地域（川崎駅以南）の重要な管きょの耐震化率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

管きょの地震対策の重点地域（川崎駅以南）において、地震対策が完了した重要な管きょの延長の割合 

（算定式） 

重点地域（川崎駅以南）の重要な管きょの耐震化率(%) 

=(地震対策が完了した重点地域（川崎駅以南）の重要な管きょの延長(m))/(重点地域（川崎駅以南）の重

要な管きょの延長(m)) 

その指標を設定

した理由 

災害時に機能確保が必要となる地域防災拠点等と水処理センターをつなぐ管きょなどの重要な管きょの

うち、老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定される川崎駅以南の地域における重要な管きょについ

て、耐震化が完了した割合がどのくらいに達しているのかをわかりやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２７．６％ ４８．８％ ６５．１％ ６５．１％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている、川崎駅以南の重要な管きょに重点化を図り、耐

震化を推進した結果、最終目標値を達成する見込みである。 

将来の見込み 川崎駅以南の重要な管きょの耐震化を推進し、平成31年度までに完了させる見込み。 

評価指標の名称、

内容 

防災拠点等地震対策率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

管きょの地震対策の重点地域（川崎駅以南）において、被災時における汚水の流下機能が確保された防災

拠点等の割合。 

（算定式） 

防災拠点等地震対策率(%) 

=(地震対策が完了した重点地域の防災拠点等箇所数)/(重点地域の防災拠点等箇所数) 

その指標を設定

した理由 

管きょの地震対策の重点地域（川崎駅以南）における防災拠点等からポンプ場間の管きょの耐震化によ

り、被災時における汚水の流下機能が確保された防災拠点等の割合がどのくらいに達しているのかをわか

りやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

１１．６％ ２０．９％ ３２．６％ ３２．６％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている、川崎駅以南の重要な管きょに重点化を図り、耐

震化を推進した結果、最終目標値を達成する見込みである。 

将来の見込み 川崎駅以南の重要な管きょの耐震化を推進し、平成31年度までに完了させる見込み。 



評価指標の名称、

内容 

水処理センター・ポンプ場の耐震化箇所率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

水処理センター・ポンプ場施設のうち、地震対策が完了した主要構造物の箇所の割合。 

（算定式） 

水処理センター・ポンプ場の耐震化箇所率(%) 

=(地震対策が完了した主要構造物箇所数)/(地震対策を要する主要構造物箇所数) 

その指標を設定

した理由 

市内の水処理センター（4箇所）、汚泥処理施設（1箇所）、ポンプ場施設（19箇所）などにおける主要な

土木施設や建築物（224 箇所）のうち、耐震化が完了した箇所の割合が、どのくらいに達しているのかをわ

かりやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２６．８％ ３１．７％ ３２．１％ ３２．１％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

水処理センターやポンプ場において、施設の運転制御機能を確保するため、管理棟などの耐震補強工事

を進めたことにより、最終目標値を達成する見込みである。 

将来の見込み これまでどおり、施設を管理する機能を有する管理棟を優先して、水処理センター・ポンプ場の耐震化を

進めていく。 

評価指標の名称、

内容 

雨水整備率（%） 

定義及び算定式 （定義） 

下水道全体計画区域面積のうち、雨水管きょの整備により、5年に 1回程度発生する規模の降雨（時間雨量

52mm）への対策を完了した面積の割合。 

（算定式） 

雨水整備率（%）=（５年確率降雨対策完了済み面積） /（下水道全体計画区域面積） 

その指標を設定

した理由 

下水道全体計画区域面積(11,288ha)のうち、雨水管きょの整備により、５年に１回程度発生する規模の

降雨（時間雨量 52mm）への対策を完了した面積の割合がどのくらいに達しているのかをわかりやすく表す

ため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２６．８％ ５６．８％ ５７．０％ ５７．０％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

浸水実績の多い宮崎、丸子地区などを中心に雨水管の整備を進めたことにより、最終目標値を達成する見

込みである。 

将来の見込み 重点化地区に位置付けている宮崎地区や丸子地区における雨水管の整備を平成28年度内に完了にさせると

ともに、大師河原地区においては引き続き貯留管の整備を進めることにより、浸水被害の軽減を図ってい

く。 

評価指標の名称、

内容 

高度処理普及率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

全計画処理能力のうち、赤潮の原因物質でもある窒素やりん等を除去することができる処理方法が導入さ

れた割合。 

（算定式） 

高度処理普及率(%)=（全高度処理能力）/（全計画処理能力） 

その指標を設定

した理由 

市内 4 箇所の水処理センターにおける全計画処理能力(864,200  /日)のうち、東京湾の赤潮の原因物質

でもある窒素やりん等を除去することができるなど、高度な処理方法が導入された割合が、どのくらいに

達しているのかをわかりやすく表すため。 

      ※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画に示す指標と同じ 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２７．０％ ２７．０％ ２７．０％ ２７．０％ 達成 

目標達成状況に

対する所見 

計画期間における指標の改善は当初より見込んではいないが、入江崎水処理センターの西系水処理施設 2/2

系列及び等々力水処理センターにおいて、高度処理施設の導入を進めたことにより、着実に事業の推進が

図られている。 ※川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画に示す目標達成状況と同じ 

将来の見込み 入江崎水処理センターや等々力水処理センターなどにおいて、積極的に高度処理化を進めることにより、

東京湾流域別下水道整備総合計画（下水道法に基づき神奈川県が策定）に示された平成36年度までに、水

処理センターにおける目標水質の達成を目指す。 



評価指標の名称、

内容 

合流改善率(%) 

定義及び算定式 （定義） 

合流式下水道区域の面積のうち、雨天時に未処理の下水の一部が河川や海域に放流されることへの対策と

して、貯留管や滞水池などの改善対策施設の整備が完了した区域の面積の割合。 

（算定式） 

合流改善率(%)=（合流式下水道改善対策完了区域面積）/（合流式下水道区域面積） 

その指標を設定

した理由 

市内の合流式下水道区域の面積(3,548.6ha)のうち、雨天時に未処理の下水の一部が河川や海域に放流さ

れることへの対策として、貯留管などの改善対策施設の整備が完了した区域の面積の割合がどのくらいに

達しているのかをわかりやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

５７．１％ ５７．１％ ５７．１％ ６８．５％ 達成 

目標達成状況に

対する所見 

各ポンプ場におけるごみの流出防止対策（スクリーン改造）や貯留管の整備を計画どおり実施することが

できた。計画期間における指標の改善は当初より見込んではいないが、国との協議の結果、評価指標の考

え方を見直した結果、合流改善率を５７．１％から６８．５％へ変更した。 

将来の見込み 入大師河原貯留管の整備を継続することなどにより、下水道法施行令に示された平成35 年度までに、合流

式下水道の改善対策目標を達成し、合流式下水道改善率は100%となる見込みである。 

評価指標の名称、

内容 

温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年） 

定義及び算定式 （定義） 

水処理センター・ポンプ場施設などにおける設備の老朽化対策等によって、高効率機器などが導入された

ことにより温室効果ガスが削減された量。 

（算定式） 

温室効果ガス削減量（H25 年度比）（t-CO2/年） 

=（平成 25年度温室効果ガス排出量）－（対象年度温室効果ガス排出量） 

その指標を設定

した理由 

下水道施設から1年間に排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの量が、平成25年度と比較してどれ

だけ削減されたかをわかりやすく表すため。 

当初現況値(H26) 中間目標値 最終目標値(H28) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

   － 2,000t-CO2/年 4,000t-CO2/年 4,000t-CO2/年 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

入江崎スラッジセンター汚泥焼却炉（２系列）の高温焼却化、水処理センター等の高効率機器の導入によ

り最終目標値を達成する見込みである。 

将来の見込み 汚泥焼却炉の高温焼却化をさらに他の系列でも進めることで、さらなる温室効果ガスの削減を図っていく。

４ 事業効果の発現状況（計画で設定した以外の数値的・定性的な評価指標によるもの） 

評価指標の名称、

内容 

定義及び算定式  

指標とする理由

及び計画におい

て設定した評価

指標との関連性 

評価指標の実績

値を含む効果の

発現状況 



５ 市民・事業者に対する意見募集・説明・調査の状況 

意見募集・説明・

調査の内容、手

法、実施期間 

下水道・水道を使用している市民の方から無作為に抽出した３千人を対象に、「平成２８年上下水道局市

民意識調査」を実施した。調査期間は平成２８年７月１５日～８月５日まで。 

意見募集・説明・

調査の結果及び

それを踏まえた

対応方針 

社会資本整備総合交付金を活用して実施している地震対策、浸水対策、高度処理、合流改善などの下水

道事業の様々な施策に対しては、概ね７割～８割程度の市民の方が満足しているという結果が得られた。

今後とも更なる満足度が得られるよう、より一層効率的に事業を進めていく必要がある。 

６ 今後の方針等 

総合的な所見 社会資本整備総合交付金や工事落札率の影響等により、当初計画で計上していた事業費よりも執行額は

減少したものの、各施策を市単独事業と合わせて執行することで、当初見込んでいた成果目標は概ね達成

が見込まれる。地震対策事業や浸水対策事業については、重点化地区を位置付け、効果的・効率的な取組

を実施することで、成果目標は達成予定となった。また、高度処理や合流改善については、完了目標年次

に向けた取組を着実に進めることができた。さらに、汚泥焼却炉の高温焼却化による温室効果ガス削減に

ついても、成果目標は達成予定である。 

３千人を対象としたアンケート調査の結果、下水道の各施策に対しては、市民の皆様が概ね満足されて

いる傾向が伺えた。今後は、下水道の仕組みや具体的な事業内容について、さらに理解を高める取組を進

めていく必要がある。 

今後の方針 

次期計画 

あり・なし 

地震対策については、川崎市以南の地域の重要な管きょに重点化を図り耐震化を推進してきたが、川崎

駅以北の地域の重要な管きょについても耐震化を推進し、大規模地震発生時における下水道機能の確保を

図る必要がある。また、水害に強いまちづくりを着実に実施していくため、すでに重点化地区として整備

を推進している地区に加え、新たに浸水リスクの高い地区を【重点化地区】に位置付け、浸水被害の解消

に向けた浸水対策の推進が必要である。高度処理、合流改善については、法令等に定められた期限までに

目標を達成するため、引き続き事業の推進が必要である。さらに、汚泥焼却炉の高温焼却化などを含む老

朽化対策については、長寿命化計画に基づいて計画的・効率的に進めていく必要がある。 


